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X 年 X＋１年 X＋２年 X＋３年 X＋４年

X 年拡大調査

X＋１年拡大調査

X＋２年センサス

X＋２年拡大調査

X＋３年拡大調査

拡大調査の公表スケジュール
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速 確実

速 確実

速 確実

“確”実

速実

前年比
算出

前年比
算出

前年比
算出

（企業のみ）

25年調査では
26.1月に公表

 翌年の速報公表前に公表を完了
 “確報”公表時期を安定化

データ移送

 経済センサス実施年の拡大調査は、経済センサスの速報データを用いて集計・公表を完了し、
結果公表の定例化を図る

確

経済センサスから移送できない調査事項
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経済センサス サービス拡大調査

○

○

会社、
個人経営

会社以外の法人、
法人でない団体

うち

国・地方公共
団体の事業所

活動調査では情報が得ら
れないため、活動調査の
年は補定が必要な部分

 26年拡大調査のうち「事業所調査」は、経済センサス－基礎調査からデータ移送を行う

 調査事項の違いにより、基礎調査から得られない情報 （「会社以外の法人」「法人でない団体」における「売

上高」及び「事業を継続するための収入」） については、前年の拡大調査結果による補定を行う

活動調査で

×

売
上
高

会社、
個人経営

会社以外の法人、
法人でない団体

うち

国・地方公共
団体の事業所

従
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経済センサスでは情
報が得られないため、
補定が必要な部分
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24暦年
23暦年

24暦年

24年センサス
活動調査

25年サービス
拡大調査

24年サービス
月次調査計

《21年基準》《21年基準》
事業継続する
ための収入

25年拡大調査の集計方法
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整合

 25年拡大調査の売上高は、月次調査の年間合計と整合的な結果

 24年経済センサス－活動調査とは、調査対象年次や推計方法等の違いにより、相当程度の差
が生じている

売上高計 290兆円※

（公表済）

売上高 291兆円
事業継続収入 17兆円

（速報公表済）

売上高 243兆円※

（公表済）

※ 拡大調査の調査対象産業分の売上高

国・地方公共団体
の事業所分

 調査対象年次の違い
 推計方法等の違い

（基準年、無回答の処理 等）

25暦年

基準年の差

26年センサス
基礎調査

26年サービス
拡大調査

25年サービス
月次調査計

《24年基準》＊《21年基準》

25暦年25暦年

26年拡大調査の集計方法

6

なるべく最新の母集団
（24年確報）で復元

棲み分け 整合性向上

推計方法等の違い（縮小）

＊ 26年基礎調査（速報）では本支名寄せ

が未了で、適切な推計乗率が作れない
ため、26年基準への復元は困難

 26年拡大調査は、前年同様“標本調査”を行い、最新の母集団（24年経済センサス確報）で復元

 前年調査との時系列を維持しつつ、売上高実額（市場規模）の精度向上、基礎調査との整合性
向上を図る

売上高計 289兆円※

（公表済）

※ 拡大調査の調査対象産業分

国・地方公共団体
の事業所分



売上高把握対象期間→ H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

サービス
月次調査

サービス
拡大調査

経済センサス

基準年更新のイメージ
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H18基準

H21基準

H26基準

遡及

遡及？

25拡大

26拡大 27拡大

28拡大 29拡大

24活動調査

26基礎調査

28活動調査

24.2

データ移送

データ移送

最新の基礎調査の
確報で更新

最新のセンサス
（基礎・活動）確報
で更新

26.7

28.6

21.7

21基礎調査

H21基準⇒

H24基準⇒

H26基準⇒

 月次調査は最新の経済センサス－基礎調査の確報で復元
 拡大調査は最新の経済センサス（基礎調査 or 活動調査）の確報で復元

注） 上記は現時点で想定される粗いイメージ。今後の経済センサスの公表スケジュール等に応じて、基準年を更新していく予定。

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

標本選定のイメージ
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1.7万

2.2万

4.1万

悉皆層 ：随時新規企業を追加して更新

▲
拡大調査

21基礎

一部を

次期標本と
して利用

24活動 26基礎

▲
拡大調査

（データ移送）

 今期拡大調査の標本から次期月次調査の標本を選定

 経済センサスや年次フレームによって把握できた新設企業・事業所を逐次追加

月次調査対象
3.9万

拡大調査対象
7.7万

（情報通信業は対象外）

注） 上記は現時点で想定される粗いイメージ。今後の経済センサスの公表スケジュール等に応じて、抽出元母集団を逐次更新していく予定。

25年次
ﾌﾚｰﾑ
25年次
ﾌﾚｰﾑ

27年次
ﾌﾚｰﾑ
27年次
ﾌﾚｰﾑ ・・・


